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電気通信審議会 御中

エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社

MCI WorldCom Inc.

「接続料算定の在り方について」に対する意見

  エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社、および米国本社MCI WorldCom Inc. は、電気通信審議会 電気通信事業部会より９月２１日に意見募集されました「接続料算定の在り方について」に対する意見を以下の通り述べさせていただきます。

    先般、弊社は、NTTのトップダウン・モデルに対する意見書のなかで、料金算定をフォワード・ルッキングな経済コストによって行うべき理由を説明いたしました。料金設定に際して最初に目的とするべき点は、市場に正しいシグナルを送ることであります。その結果、既存事業者と同等またはそれ以上に効率のよい競争者はサービス提供をできることになり、また、この基準を満たす料金により、相互接続サービスを提供するキャリアは、効率の悪さから被るコストの回収や独占による利益の搾取を許すことなく、それらサービスの経済コストを回収することが可能になります。


適正な接続料金を決定することは、継続的な競争を発展させるうえで極めて重要であります。料金が高額すぎると、本来なら既存事業者と十分競争ができる競争的キャリアの参入を阻害することになり、その上、既存事業者の非効率なコストを全キャリアが負担させられることで、市場での全キャリアの料金が恒常的に値上がりすることになります。逆に料金が低額すぎると、非効率な参入が促進されることになり、既存事業者は正当なコストが回収できなくなり、全キャリアやその加入者にも損害が及ぶことになります。


接続サービスを提供するために既存キャリアが使用するネットワーク機能は、既存キャリア自身の小売サービスを提供するためにも使用されます。そのような状況では、既存事業者が接続サービス料金を値上げする強いインセンティブをもつことになりますが、既存事業者が接続料金を、接続サービスを提供する際のフォワード・ルッキングな経済コストより高くできると、効率が同程度の競争者は、既存事業者の小売サービスと競争するだけの料金を設定することができなくなってしまいます。既存事業者は競争者を反競争的な料金圧搾にさらすことになり、競争は停滞しかねません。


同時に、接続料金を下げ過ぎないことも重要です。接続料金を経済コストより高く設定した場合に、本来なら既存事業者と同等またはそれ以上に効率の良い競争者の市場参入を促さないのと同様、接続料金を経済コストより低く設定すると、本来なら既存事業者より効率の悪い競争者の市場参入までが促進されることになります。そのような状況では、競争者に相互接続サービスを提供する際の経済コストを既存事業者が回収できなくなり、その不足額を補うために他の顧客に対する料金を値上げせざるをえなくなる事態も起こります。


上述したすべての理由から、接続料金はフォワード・ルッキングな経済コストより高くも低くもならないように設定することが重要です。しかし経済コストは、既存事業者の帳簿や記録に反映される会計コストとは必ずしも一致するものではありません。実際、市場が唯一の独占的企業による供給から競争的企業による供給へと移り変わる時期には、既存事業者の会計コストは経済コストと異なる傾向にあります。それ故、会計コストの回収を許すような接続料金にはしないことが最も望ましい解と言えます。接続料金－－市場に参加する全競争的キャリアが負担するべき料金－－が既存事業者の会計コストに潜む非効率の穴埋めをするものである限り、そのコストは既存事業者の料金でなく、業界全体の料金に跳ね返ることになります。従って、接続料金は、現在利用できる最も効率的な技術とネットワーク構成をもって市場に参入する効率のいい企業が負担するはずのコストだけを回収すべきことを、基準として採用するべきです。
「減価償却年数は会計上の年数に基づいてはいけない」

どのような電話会社でも、設備に関する資本支出は総支出において大きな割合を占めています。そのため、長期増分費用（LRIC）の調査で使用された減価償却率は、フォワード・ルッキングの原則を反映することが必須となります。多くの場合、これらの減価償却年数は企業の会計帳簿で使用される減価償却年数とは異なったものになります。会計上の減価償却年数は、株主に情報を提供するために使用されるものであり、会計実務上そういった年数は、最も保守的な仮定、すなわち減価償却年数が最も妥当な減価償却費となる仮定を採用することが求められております。しかし、会計上の減価償却年数は、料金支払者と株主の利益を守る料金とは一致しないのが普通です。LRICモデルに使用する減価償却年数は双方の利益のバランスを取り、料金が高すぎも低すぎもしないようにすることを求めるべきです。


米国では、連邦通信委員会（FCC）が減価償却年数を審査することで、このバランスが保たれています。この審査は、既存電話会社、FCC、および州の公益事業委員会による三者会議の枠組みなかで、およそ3年ごとに実施されております。会議では、既存電話会社が既存設備と予定されている設備の廃棄の実施についてデータを提示し、さらに、将来、減価償却年数がさらに短くなる証拠を提示することができます。関連団体から幅広く意見を聞く機会をもった後、FCCは様々なタイプの装置（銅線ケーブル、光ケーブル、交換設備など）ごとに減価償却年数を選定します。これにより、料金設定に使用される減価償却年数は、料金支払者と株主の利益のバランスを取ることが可能となります。


減価償却年数を設定するこのプロセスには、たしかに多くの時間とリソースが必要となります。しかし、電気通信設備は一般に世界的な市場で購入されることが多く、そのような国際調達が日本でも当り前となっている今日、他国で使用されている減価償却年数を検討することは、日本の料金設定に使用する減価償却年数を決める際に参考となると言えましょう。弊社は、米国で使用した減価償却年数を以前に提出し、貴省にNTTの提案する年数の妥当性を、その値を使って再評価することをお願いしております。
「同じコストを二種類の課金で回収すべきではない」

上述のように、料金は経済コストに合わせて設定することが必要です。これにより、既存事業者は正当なコストが回収でき、同時に、効率的な参入のみが促進されます。料金を経済コストに合わせて設定するには、既存事業者が異なる二種類の課金においてコストを二重徴収できないようにすることが必要となります。例えば既存事業者は、ローカル・ループを加入者位置に設置するための一時金を課金する一方で、そのローカル・ループの資本コストを月々の課金から回収することをしてはならないということです。
「長期増分費用の水準は定期的な見直しも必要」

真にフォワード・ルッキングの原則が料金の算定に使用されるなら、LRICに基づく料金は近い将来まで有効でしょう。しかし、次に示す二つの要因を考えると、LRICに基づく料金の定期的な見直しも必要になると思われます。第一に、電話サービスの提供コストは、他の経済部門のコストよりも速く下がる傾向にあります。この現象は米国において見られるものであり、例えばFCCは、既存電話会社の料金上限式に6.5％の生産性係数を適用しております。これは、LRICの水準が時間の経過とともに低下していることを示唆しています。第二に、電気通信業界では、大きな技術的進歩が起きており、今後も技術が向上すれば、LRICも必然的に変化すると考えられます。

上記二つの理由により、どのようなLRICに基づく料金でも、将来、再評価が必要になるかもしれません。最初の実施例であることから、何らかの期間を設定し、その後にLRICに基づく料金を見直すのが妥当ではないでしょうか。例えば、FCCが最初に料金上限規則（プライス・キャップ制）を採用したとき、その特色を4年後に見直すことを決定しました。4年という見直し期間は、プログラムの影響が明らかになるには十分な長さであり、料金支払者か株主のいずれかに重大な損害が発生するほど長くもないしょう。同様の見直し期間は、LRICに基づく料金を見直すには妥当であると思われます。
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